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テーマ１ 異業種間連携による新規産業の創出について

〔提案理由〕
・異業種間連携は、例えば農商工連携の場合、原料の確保、トレーサビリティの明示、

産地の持つストーリーの具現化など加工商品の魅力向上のほか、販路開拓や効果的な
流通など、生産物への付加価値の向上にもつながる、双方向にメリットが発生する取
り組みとなり、地域への波及効果、雇用の創出なども期待される。

・県内においても、各地で異業種交流会の開催など異業種間連携の取組が行われている
ほか、観光資源を活用した新たな商品開発など様々な活動・研究が行われている。
また、県の事業としては「おおいた地域資源活性化基金」事業に、企業連携商品開発
枠を設けるなど、継続的な支援を行ってきており、新たな商品の開発や販路開拓の機
会を得た企業など、チャレンジの芽を具体的なビジネスへと発展させている事例が生
まれている。

・国においても、平成２０年度に「農商工連携促進法」を制定し、農林漁業生産者と中
小企業者の連携した事業計画の策定支援や計画認定取得事業者に対する販路開拓支援
等を実施している。

〔県民の声〕
・加工業の立場から見れば、新商品を開発し、長期的な成長戦略を策定するに当た

っては、地元の農林水産物の調達体制の構築が不可欠であるため、生産者とマッ
チングできる機会がほしい。

・価格について、生産者と加工業者がどうやって付加価値の高いものを作っていく
かを話すことが必要。

・柑橘類の加工品を作る前工程で、人手が必要だ。こういう雇用が厳しい時期こそ、
どこか場所を借りて一斉処理できれば効果的だ。

〔議論のポイント〕
（１）異業種間連携を推進するに当たっての課題
・異業種の主体がそれぞれのノウハウや強みを共有する方法などについて。

（２）雇用創出につながる新規産業の創出や事業革新について
・地域において雇用につながる新規事業の創出や事業革新について、その可能性や雇
用創出の種となる事例について。

〔議事概要〕

（生産者・加工者・消費者等の連携への課題）
・農業体験ツアーなどを行い、生産者と加工者、消費者の連携活動も行われているが、

大分の農業にはどういうものがあって、どのように作られているか消費者にはあま
り知られていない。

・「品質」、「価格」、「安定供給」がマーケットを狙うときの３要素だが、県全体でど
のくらい売れば全国ブランドになるのか、目標数値の設定を十分に考慮しなければ
ならない。

・農林水産物の加工食品をスーパーで売るとなると、小売店や市場、問屋、加工業者
等でそれぞれ価格に上乗せされるので、生産者にはわずかな収入しか入らない。収
入を増加させるには、いかに付加価値のある生産物を作れるかがポイント。

・「つくる」、「売る」、「買う」の一連の流れの中で、「売る」前の「売る準備」行為が
大切。物流のあり方であるとか、鮮度を保つ技術とか、有識者等にも入ってもらっ
て施策として考えてみることも必要。

（コーディネーター・マーケターの必要性）
・「つくる」ことのノウハウは大分にはたくさんある。ただ、売れている物はアイデア

や付加価値がついている。生産者が一生懸命考えたものにブランド力がつくので、
そうしたものが生まれてくる環境や土壌が必要。

・「生産技術」と「販売」の両方の業種のことがわかる人をコーディネーターにしたい
が、中々適任者が見つからない。
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・県にもマーケターがいるようだが、今の県産品の売り込みだけでなく、県が有する
素材を考え、売れそうな物を見つけてくる調査も大切。

・素材がどうすれば良い物となり、どうすれば売れるのかなど、実際の消費者に対し
て調査することが大切だ。

・個人営業の農家などでも、おいしくて品質のよいものを作っているところは多い。
しかし、農家は、どうすれば良い物を作れるかは知っていても、どうすれば売れる
のかがわからないし、そういったノウハウもない。

・地産地消の直売店でも、ちょっとした工夫で売れる物は売れる。ただ、専門的なア
ドバイスをもらえる人が欲しい。埋もれたアイデアはまだたくさんあるはず。

・マーケティングができる人を地元でも育成していくような施策が欲しい。

（県産品のＰＲ）
・大分県産品のイメージが漠然としていて、大都市の消費者に伝わっていない。
・ブランドが県内でも定着していない。いつでも食べたいときにあるのが県産品の良
いところ。

（給食・食育との関係）
・肉は給食に出せばもうけは少ないが、長期的展望に立つと、子どもたちに味を覚え
させ、将来的に県産品の普及拡大に繋がる。

・給食の市場は大きいパイだ。全体の需要からみてもかなりの量になる。
・食育との関連もあるし、今の子どもたちが親になったときを視野に、牛肉や牛乳が

おいしいことや、骨のある魚を食べさせる癖をつけておくため、子どもたちにＰＲ
していくことも大切。

（行政との関係・助成のあり方）
・生産者と行政職員が膝詰めで議論する場が少なくなってきている。お互いに話し合
い、知恵を出し合うことが必要。

・農林水産業は規模が少人数。ロットが少ないため、商品にばらつきも出てくる。地
産地消の観点から、まず小規模生産者が生産をきちっとする。その販売をきちっと
する。そういった取組に何らかの助成ができないか。助成ができれば人も雇えるし
雇用対策にもなる。


